
  第18回世界気象会議決議事項80
ジュネーブ宣言―2019：気象・気候・水に関する行動のためのコミュニティの構築


  世界気象会議は、


  第13回世界気象会議（1999年）のジュネーブ宣言が、国連総会、経済社会理事会及び各地域経済社会委員会から、国際的・地域的・国内的レベルにおいて持続可能な開発を促進及び支援するためにとられる行動、殊に気象及び気候に関係する自然災害、気候変動及び環境保護に関連する行動にその能力に係る領域において貢献することがWMOに求められたことに応えて採択されたことを想起し、


  国連持続可能な開発のための2030アジェンダ、パリ協定及び仙台防災枠組に概説された全球的な開発に照らしたWMOの官民契約に関する立場、政策及び指針を反映した、第18回世界気象会議において検討される新たな高レベル政策文書の作成についての第70回執行理事会決定事項51に注目し、


  加盟国・地域及びパートナーたる国際機関によって広範に見直されてきた本宣言の文言を検討し、


  本決議事項附属書に示す「気象・気候・水に関する行動のためのコミュニティの構築」と題された世界気象会議宣言を行動の呼びかけとして採択し、


  ジュネーブ宣言（1999年）の主たる文言が世界気象機関条約の序文にすでに含まれていることを認識し、


  WMO政策文書からジュネーブ宣言（1999年）を削り、「ジュネーブ宣言―2019：気象・気候・水に関する行動のためのコミュニティの構築」の名の下に今回の宣言を以てこれに代えることを決定し、


  加盟国・地域には、殊に能力構築について、立法及び関連する国内及び地区の行動、政策及び戦略を通じて、ジュネーブ宣言―2019を考慮し、また、これに基づいて行動することを督励し、


  各専門委員会委員長及び地区協会総裁には、包摂的な手法を下部機関のものを含むその業務に適用して全ての部門の専門性及びこれによる革新を促進するにあたって、ジュネーブ宣言―2019に充分な注意を払うことを要望し、


  事務局には、次のことを要望する。


  （1）ジュネーブ宣言―2019を、全ての政府及び関連する国際機関・地区機関に回付すること。


  （2）ジュネーブ宣言―2019を公刊すること。
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  我々、世界気象機関（WMO）の160加盟国・地域の代表は、2019年6月3日から14日までジュネーブの第18回世界気象会議に会合し、次のことを検討してきた。


  ― 気象・気候・水その他環境に係る極端な現象に関連する全球的な社会的リスクは、学際的な及び多部門間の協力関係を通じて解決されるべきであること。


  ― 気象・気候・水及び関連する環境に係る情報及びサービスを重要な決定のための情報提供に利用する機会の拡大によって、社会的・構造的な強靭性（resilience）の向上及び持続可能な経済開発が促進されうること。


  次のとおり宣言する。


  我々は、次のことに注目する。


  ― 持続可能な開発のための2030アジェンダ、パリ協定及び仙台防災枠組に反映されているように、気象・気候・水に関連する現在のさらには長期的な困難についての全球的な課題設定が特段に重視されていること。


  ― 全球・地区・国内・地方の各レベルにおいて、とりわけ官学民の各部門による、また市民社会による包摂的な協力関係が、持続可能な開発目標の達成に資すること。


  我々は、さらに次のことに注目する。


  ― 科学技術の進歩が、政府、産業及び市民のための意思決定支援に係るデータ、プロダクト及びサービスを作成するための我々の集合的な能力を著しく向上させていること。


  ― 官学民の各部門間の調整及び協働を強化する開放的な対話によって、気象・気候・水に係る情報及びサービスに対する急速に増大及び変化する需要を、より効果的に満足させられること。


  我々は、次のことを認識する。


  ― 社会のニーズの増大に応えるために、観測成果及び情報の取得及び交換から、データの処理、予報及びサービスの供給に至るまでの、気象・気候・水サービスの価値連鎖全体を強化する必要性


  ― 価値連鎖の全ての結節に寄与し、また革新を加速するにあたっての、民間部門の能力の進化及び関与の増大


  ― 多様な利害関係者のそれぞれに異なるビジネスモデル及び加盟国・地域の様々な法的枠組


  ― 強靭性の妨げとなる、基礎的なサービスの提供において先進国と開発途上国との間に強く残る能力の格差


  ― いくつかの国家気象水文機関（NMHS）が緊要な社会基盤及びサービスを持続及び改善する能力を妨げている、公的資金の逼迫


  ― 能力の格差を埋めることを目的とした開発援助の設計及び指導にあたって、WMOが開発・資金提供機関、民間部門及び国際金融コミュニティと一層緊密に協働する重要な必要性


  ― 全ての部門から非伝統的なデータに対して急増しているもの等、データへの公正かつ平等なアクセスを可能にするための革新的な手法及び動機付けの必要性


  我々は、次のことを再確認する。


  ― 情報・サービスの交換、標準化、応用、研究及び訓練を通じて、気象、気候その他の環境の状況の監視及びその変化の予測における世界規模の協力を促進するという、世界気象機関条約第2条に概説されたWMOの任務


  ― 品質、相互運用性及び目的適合的な情報・サービスを保証するための国際標準の確立及び公布における、また、これらの標準について利害関係者全てによるその遵守を促進するにあたってのWMOの役割


  ― 気象・気候・水の監視、理解及び予測における、また、国内・地区・全球のニーズに応えた関連情報、警報及びサービスの供給におけるNHMSの極めて重要な責務


  ― 第12回世界気象会議決議事項40、第13回世界気象会議決議事項25及び第17回世界気象会議決議事項60において明確にされたところによる、気象・水・気候に係るデータ及びプロダクトの無償かつ無制約の交換を拡大及び強化するための、また、WMOがその各種プログラムを通じて調整する国際的な社会基盤及び施設へのアクセスを可能にするための加盟国・地域による責任ある関与


  ― 緊要な社会基盤並びに観測、データ交換及び情報提供のための国際的なシステム及び施設の運用を維持及び持続するという、加盟国・地域の政府の責任


  我々は、次のことを歓迎する。


  ― 官学民の各部門間の緊密な協働によって生じる、全ての利害関係者及び広範な利用者コミュニティのための機会


  ― 気象・気候・水その他環境に係る情報及びサービスを通じた、全ての部門による社会的なニーズの解決への関与


  ― WMOがその各種プログラムを通じて調整する全球的な気象社会基盤の持続及び確立に対する、加盟国・地域及びパートナーたる国際機関の貢献


  ― 全ての国において高品質な気象・気候・水その他関連する環境に係る情報及びサービスの入手性を著しく向上させる、官学民の各部門の利害関係者間の協力関係の構築及び拡大を促進する者としての、WMOの新たな役割


  我々は、官学民の各部門の全ての利害関係者に、次のことによって国連グローバル・コンパクト及びWMOが確立した協力関係の成功のための諸原則を遵守することを督励する。


  ― 世界気象機関条約に定められた包括的な目的の達成に、集合的に貢献すること。


  ― 科学に基づく革新及び成長のための機会を創出し、全ての者に肯定的な成果及び解決策を提供するための専門性を強化し、また、知識及び技術の移転及び採用、地方的な研究に対する投資及び人の能力開発を支援するという共有の価値を尊重すること。


  ― 効率を改善して社会によりよく資する多部門による関与の機会を模索することによって、全球的な社会基盤の持続可能性を促進すること。


  ― 正当に尊重された知的財産権を以て、国内の状況に基づき、無償かつ無制約の国際的なデータ共有を促進すること。


  ― 開発途上国、後発開発途上国（LDC）及び小島嶼開発途上国（SIDS）における既存の格差の補填を特に重視して、官学民の各部門並びに市民社会及び投資パートナーに関与する協調的な手法によって全ての国がともに前進できるようにすること。


  ― 公共財の提供における集合的な目標を進めて、次のような個別の利害関係者のニーズを考慮するために、品質及びサービスに係る諸標準を遵守して、公正かつ透明性のある体制を促進及び維持すること。


  ・ 利用制限を伴う商業データへのアクセスが、官民両部門の主体によって、またこれらの間で平等に取り扱われることを保証すること。


  ・ データの供給と反競争的な行動の回避との両面から、関連する国内的・国際的な立法及び政策の遵守に関与すること。


  ― 社会の便益のための双利的な関係及び協力関係を結ぶことによって完全性を模索すること。


  ― データ及びプロダクトを無償かつ無制約を原則として供用するための国内の及び地区の立法及び政策の適用、公共の安全に関わる主要な国家的責任の割当て等、気象・気候・水に係るサービスが体系化及び供給される方法の決定における、加盟国・地域の主権に係る権利を尊重すること。


  我々は、次のことも奨励する。


  ― 多部門間の国境を越えた協力関係等、金銭的な価値を拡大する効率を追求すること。


  ― データの入手可能性の拡大、既存のデータの空白の解消、データ共有のいっそうの推進及び分裂の回避のための、革新的なデータ交換の仕組及び動機付けを確立すること。


  ― 全ての部門の利害関係者間の信頼、相互理解及び協力の構築を目的とする対話及びイニシアチブを継続すること。


  ― 全ての部門の利害関係者が、中核的な公共の社会基盤及び能力に対する持続的な投資の強力な提唱者として働くこと。


  ― 気象・気候・水及び環境に係るサービスの提供のためのビジネスモデル及び経済的枠組についてよりよく理解するために、また、革新的かつ双利的な手法に向けて努力するために、経済コミュニティと協働すること。


  我々は、全ての政府に、次のことのために本宣言中に示された言明に正しく配慮することを求める。　


  ― 国内・国際の両レベルにおいて官学民の各部門間の構造的対話を促進すること。


  ― 国の災害対応担当機関と協働して、自然災害及び災害リスクに関係する重要な決定を支援するための警報及びこれに関連する情報の発表について、NMHSの権威による発信権を保護及び強化すること。


  ― 部門間の効果的な協力関係を可能にするための適切な立法及び/又は機関同士の協定がなされるよう努め、また、双利的な協力及び協働に対する障碍を取り除くこと。


  ― 国際的な社会基盤及び必要なデータ交換の持続的な運用のために、世界気象機関条約から派生するもの等の国際的な関与が満足されるのを保証すること。


  ― データ及びプロダクトの相互運用性及び品質を強化するために、WMOの諸標準及び指針の全ての利害関係者による採用及び遵守を促進すること。


  ― 殊に自然災害の警報に対する社会の理解及びこれへの対応を強化するため、共同体及び市民に対する普及啓発の拡大のために市民社会に関与すること。


  ― 災害リスクの低減等の不可欠な公共目的のために必要とされるのに応じて、全ての部門の利害関係者に、国際的なデータ共有の促進及びそのデータの供用を奨励すること。


  我々は、パートナー機関及び開発機関に、次のことのためにWMOと緊密に協働することを求める。


  ― 多数利害関係者間の戦略的協力関係を通じた能力開発イニシアチブの影響を増進させ、全ての部門の投資、専門性及び知識を強化すること。


  ― 社会基盤の近代化のための持続可能な解決策を提供する財政的に実施可能なビジネスモデルの活用並びに開発途上国、LDC及びSIDSにおけるサービスの強化によって、能力の格差を縮めるための開発資金の最良の利用を保証すること。


  ― 他の公共機関、民間・学術部門及び市民社会との協力関係におけるNMHSの専門性の寄与の拡大によって、全てのレベルにおいて強靭性を構築するための国別適応計画の策定及び災害リスクの管理を最適化すること。


  ― WMOの各全球システムを通じたデータ及びプロダクトの国際交換に寄与するための、また、加盟国・地域によって集合的に生成される全球的な公共財から利益を得るための開発途上国、LDC及びSIDSの能力を強化すること。
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